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○ 「あいち分権通信」は、地方分権改革・道州制に関する話題や愛知県の取組をお届けするもので

す。 

○ 今回は、平成 30 年９月３日にウインクあいちで開催した「平成 30年度地方分権・道州制セミナ

ー」での講演の概要をお伝えします。 

平成 30 年度 地方分権・道州制セミナー結果概要 

今年度のセミナーには、自治体職員など約 140 名の方にご参加いただき、東京大学大学院金井利之

教授から、「地方分権改革のいまとこれから－憲法議論に触れて－」と題してご講演いただきました。 

「地方分権改革のいまとこれから－憲法議論に触れて－」 

（東京大学大学院 法学政治学研究科 教授 金井利之氏） 

政治学・行政学の視点 

最初に政治学・行政学の視点の大まかな枠組み

をお話させていただきます。 

政治学・行政学では、３つのＡと３つのＩとい

う言い方をすることがあります。３つのＡは、ア

クター（actor）、アリーナ（arena）そして、アパ

レータス（apparatus）またはエージェンシー

（agency）です。 

アクターは、行為者あるいは主体です。政治学

的には、アクターが非常に重要で、誰が何を考え

てどのように行動するのかがポイントになります。

アクターは人の言いなりになっていないことが大

前提ですが、世の中には人の言いなりになってし

まう存在もいて、こういう人はアパレータス（装

置）あるいはエージェンシー（手先）ということ

になります。舞台でも行為する人でもなく、いわ

ば道具として言われるままに動く存在です。まず、

誰が独立してものを考えて行動する存在なのかを

見極めることが必要になります。アクターは俳優、

つまり、舞台の上で演技する人という意味ですが、

その行為者が意思決定を行う舞台をアリーナと言

います。舞台の作りによってアクターの動きは左

右されています。政治学的には、誰が決める事に

関わる人なのかということと、どこで決めている

のかが重要です。 

３つの I は、制度（institution）、利益

（interest）、理念（idea）です。特にアリーナが

どこなのか、行為者が誰なのかを決めるのに非常

に大きな力を持っているのが制度です。国際政治

の場合には、世界連邦がありませんから制度自体

がはっきりしていませんが、国

内では、憲法や法律で決められ

ています。誰がアクターでどこ

がアリーナであるかは決めてく

れますが、アクターがどのよう

に考えてどのように行動するの

かは、制度では決めません。で

は、どのように決めるのかというと、２つの見方

があります。 

１つは利益です。行為者は基本的に損得勘定で

利己的に行動するものであり、最も得になるよう

に行動することを合利的であると言います。得と

は、金銭上の得や、効用、気持ちが良いという意

味だけではなく、もっといろいろな損得勘定があ

るというのが、政治的な利益で、その範囲も広い

ということになります。政治的な利益は、自分の

権力を増やすことが多いのです。 

もう１つ大事なのは、アイデア、理念です。政

治家や政治的に行動する人は、自分の損得を超え

て良き世の中のために動いている人もいます。理

念のあり方によって損得の計算も変わるので、必

ずしも無関係ではないですが、権力が増えれば良

いという合利的な人と、権力が減ったとしてもや

るべきことがあると理念を持つ合理的な人と分け

て考えるのが、政治学や行政学の見方です。しば

しば、利益（権力拡大）と両立する範囲で理念を

追求します。 

以上のような３つのＡと３つのＩという大まか

な枠組みを前提にして分権改革を考えると、どの

ような基本構図が描けるのかということです。 

分権通信 
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分権改革の基本構図 

現代日本の制度では、分権改革は、国政という

アリーナで法律改正として決定しなければなりま

せん。更には予算や財政措置ですが、それを具体

化していく前提も法律です。法律はどこで決める

のかというと国会というアリーナです。従って自

治体や財界人、学者、マスコミ、あるいは一般の

民衆、外国の政府などがいくら主張しても、分権

改革をしたいのであれば、国会で法律を通す必要

があるという単純な制度です。 

唯一の例外は、ＧＨＱに占領されていた時で、

いざとなればＧＨＱは国会にやらせることができ

ました。ＧＨＱにとってみれば、帝国議会はアリ

ーナではなく、エージェンシーでしかありません。

これは極めて例外的な事態で、普通の状態ではそ

うはいきません。 

誰がアクターなのかというと、議院内閣制をと

っていますので、国会の多数党と政権、内閣であ

るということになります。簡単に言えば、国会を

通すためには、国会の多数党が納得しないとなら

ないのです。また、法律を書く能力を独占する官

僚です。 

では、自治体は分権改革のどこに出てくるのか

というと、大変残念ですが、中心的な行為者では

ないことを認めなければならなりません。国会の

アリーナにおいて自治体がアクターとして認めら

れていない制度になっています。野球場のスタン

ドから言う事はできても、自分でバットを振るこ

とができないもどかしい位置にあります。国会が

決めたらそれを実行させられるという意味では、

エージェンシーです。やりたくもない改革を国会

が決めてしまうと、やれと言われてしまう非常に

不幸な立場にあります。 

この舞台と行為者を前提に、利益を考えるとど

うなるか。政治学の場合、行為者が自分の権力を

増やすことが合利的な状態です。与党と官僚とい

う行為者は何を考えるのかというと、自分の権力

を最大化しようと考えます。良心的に解釈すれば、

世の中を良くしたいと思えば権力を持たないとで

きませんので、責任感から権力を求めるのです。

このように与党と官僚が国政の権力を拡大したい

と思っており、それを利益と考える行為者が、国

会の場で行動すると、集権的なことしかしないと

いう結論になります。 

そうすると無限に中央集権が進むのではないか

という気がしますが、ある程度のところでブレー

キがかかるのも事実です。権力を抱え込み過ぎる

と、失敗すると後で非難を受ける、あるいは、権

力をちゃんと使わなくてはいけないという面倒な

仕事が増えるからです。責任や負担、非難を回避

したい、つまり、権力に伴うコストを最小限にし

たいので、誰か他人にやらせることを利益だと考

えることもあります。こういう意味で、分権的な

行動がとられることがあります。しかし、自治体

に権限が分けられてきたから自治体の権力が高ま

るかというと、むしろ逆で、かえって面倒なこと

を押し付けられている場合があります。 

例えば、災害対策基本法で避難指示を出すのは

市町村長の権限です。なぜ国の権限ではないのか

と考えれば、市町村長が避難指示を出すのをミス

したら市町村長の責任になりますが、首相が出し

忘れたら首相の責任になるからです。これはどう

考えても首相にとってリスキーなので、市町村長

にやらせた方が良いという構造になっています。

こう考えますと、国政はあまり分権改革はしない

し、したとしても、むしろ責任や非難を押し付け

るような中身になりやすいというのが、制度的な

事実です。 

例外的なのは、中央省庁や政権与党が弱体化し

た時です。自分の権力を維持するために、あるい

は延命のためにいろいろな人に譲歩して、権力を

延命させてくださいと急に態度を変えることがあ

ります。ただその時に、分権改革という譲歩をす

る保証はないです。なぜかというと、それを求め

る自治体がアクターとして浮上しなければならな

いからです。別に自治体に譲歩しなくても、経済

界に譲歩しても良いし、アメリカに譲歩しても良

いし、誰に譲歩するか分からないということです。

とにかく誰かが為政者を支えてくれれば良いので

す。 

それから、分権改革という形で自治体が国に譲

歩を求める場合には、理念、アイデアとして分権

改革をした方が良いという思いが、国や自治体の

関係者の間に共有されていなければなりません。

そうした理念がないと、お金をばらまくというこ

とが優先されてしまうからです。ですから、国政

が弱体化した時に自治体と国は何を理念と考えて

いるのかが非常に重要です。弱体時に何を譲歩す

るのか与党と官僚が探し始めた時に、分権が理念

だとなれば分権改革をやる。それが国政為政者の

利益にもなる。しかしそうではない場合には、お

金をばらまく。このような一般的な基本構図が描

けると思いますが、そうしてみると、分権改革は

普通の状態ではなかなか起きないということです。 

政治的気象配置 

政権交代が分権改革にとって一体どういう意味

を持つのかですが、基本的には政権交代しても分

権改革はできないという結論になります。 

万年与党は政権をずっと握っているので、分権

改革をするはずがないということは、容易に想像
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がつくかと思います。自民党一党政権が 1993 年ま

で続きましたが、分権改革をしようと言ったこと

は一度もありません。 

一方、野党は分権指向が利益になると考えます。

政権をとっていないので、国に権力があっても全

く意味がないのです。分権指向になるのが合利的

ですが、権力がないので改革することができませ

ん。ですから、自民党一党政権時代に中央集権が

続いたのは、極めてもっともだということです。 

では、分権改革を掲げる野党が政権交代したら

分権改革が進むのかというと、そのようなことも

全然ないわけです。与党になったら自分が国政権

力を取るので、分権する意味がないことに突然気

がつくからです。つまり政権交代に分権改革を期

待するのは、意味がないということです。 

可能性があるのは下野前夜です。与党が政権か

ら放り出される直前には、突然分権指向になる一

瞬のチャンスがあります。1993 年の国会決議1はま

さにそれで、自民党政権が崩壊する直前に、突然

分権改革の国会決議を始めました。自民党は非常

に合利的（利己的・党利党略的）で、自分が政権

を失うと分かるや否や、突然分権すべきだと言い

出しました。自分が政権から落ちた時に、地方レ

ベルでは自民党がたくさんいますから、地方の仲

間がやりやすいように分権した方が良いと損得勘

定したのです。宮沢内閣がフラフラになり、自治

体にも譲歩を始めて分権化するぞということにな

り、野党も当初は良いと言います。野党が政権を

取って権力を振るいたいと目覚める前の、この一

瞬しか分権改革を可能にするチャンスがないので

す。2000 年の分権改革2ができたのは非常に例外的

で、ギリギリだったということです。 

もう一つは下野前夜ではなく、内閣支持率や世

論の動向、国会審議の紛糾、スキャンダルなどい

ろいろな要素によって与党が苦境になると、外部

に対して譲歩します。その譲歩先が自治体かどう

かは分かりませんが、譲歩するチャンスが出てき

ます。 

ただ、これについては大変制度が悪いです。1990

年代末から 2000 年にかけて小選挙区制の導入と

内閣機能強化という政治改革が行われました。こ

れは何かと言いますと、世論や与党内、国会内、

あるいはマスコミなどいろいろなところから批判

を浴びても、とにかく選挙に勝ってしまえば後は

関係ないという仕組みを作ったのです。 

1 1993 年６月 衆議院及び参議院本会議「地方分権の推進
に関する決議」 
2 1999 年７月の地方分権一括法の成立により、機関委任事
務制度が廃止され、自治事務と法定受託事務へと再編され
るなどの改革が行われた。 

自民党の一党支配体制は、一見長期政権で強い

ように見えても、各種の利益団体、圧力団体、既

得権益などからの抵抗が強いと、断固たる決断が

できませんでした。断固たる決断とは、切り捨て

るということですが、切り捨てられるような仕組

みを作るべきだというのが 90 年代ぐらいに主張

されました。 

こうなりますと、一旦選挙に勝ってしまえば、

後はやりたい放題です。これをイギリスの用語で、

選挙独裁と言いますが、古くはルソーの警句です。

選挙の時だけは国民は自由ですが、選挙が終わる

と内閣のやりたい放題で、次の選挙でしか国民は

声が出せないのがイギリスの政治だと言って、ル

ソーはそれを強く批判しました。 

この選挙独裁は、選挙のない４年間やりたい放

題できるので、既得権益によって阻害されていた

様々な改革ができるようになるということです。

90 年代から、政治改革、中央省庁改革、内閣機能

強化という制度の変更により、世論や自治体の声

や国会審議などの影響が及びにくくなりました。 

地方分権改革の現状 

先ほど少しお話ししましたが、普通ならあり得

ない 2000 年の分権改革が、なぜできたのか。一つ

は自民党政権が崩壊する直前に、国会の分権推進

決議を行ったことです。もう一つは、村山内閣、

自社さ政権と言われましたが、社会党も自分たち

はいずれいなくなると分かっていますので、心置

きなく分権しようという気になれました。村山内

閣下で、地方分権推進委員会が設置されましたが、

村山内閣が終わると橋本内閣になり、自民党は権

力を回復します。当然自民党は分権改革を阻止し

ようとしますが、なぜ妨害できなかったのかとい

うと、第三者委員会3という仕組みを作ったからで

す。これは村山内閣の知恵でした。そのうちに小

渕内閣になりました。小渕内閣はフラフラしてい

たので、分権委員会が言ったことをそのまま実現

しました。 

それ以降どうなったかというと、小泉内閣・長

期安定政権でした。長期安定政権は、分権改革な

どするはずがありません。当時三位一体改革があ

り、税財政の改革が行われましたが、交付税を大

幅にカットするという国の財政を優先した集権的

な改革でした。 

次の第１次安倍内閣はロケットスタートと言わ

れ長期政権を展望していました。その安倍内閣の

下で、地方分権改革推進委員会を設置して改革を

始めました。今までの推論からお分かりのように、

3 地方分権推進委員会（1995 年７月発足、2001 年６月最終
報告、初代委員長 諸井虔太平洋セメント（株）相談役） 
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もし第１次安倍内閣が長期的に続いたらもっと集

権的な改革をしたと予想されます。しかし、フラ

フラして、その後も短命政権が続きましたので、

あまり妨害しませんでした。自民党が下野する空

気が出てきて、多少義務付け、枠付け改革が進捗

していきました。 

そして 2009 年に民主党政権に政権交代します。

民主党政権がもし強力だったら集権的なことをし

たに違いありませんが、弱体政権だったので集権

的な事をしませんでした。逆に、分権改革のチャ

ンスでしたが、残念ながらそのチャンスを生かす

こともできませんでした。なぜならば東日本大震

災復興と税社会保障一体改革を優先的なテーマに

しましたので、分権改革はおざなりで終わってし

まいました。 

2012年から現在の第２次安倍内閣は大変長期政

権で、安倍一強と言われるくらい大きな権力を持

っています。大きな権力を持った長期安定政権は

まず分権改革をしません。一見地方配慮的に見え

ることは、自分の政策に合う自治体に対してだけ

恩恵的に支援を行うことです。国家戦略特区4や地

方創生5はまさにそれで、集権的で自分の意向にあ

う団体を優遇するものでしかありません。 

この時に地方分権有識者会議は、「個性を活かし、

自立した地方をつくる6」ために、分権改革の火を

消してはいけない、おき火として残しておいて、

いざとなったら燃えるようにしておこうという作

戦を取りました。「地方の発意に根ざした息の長い

取組」のために地方からの「提案募集方式」とい

う継続的・効果的に情報発信する作戦を生み出し

たのです。これは、政権の利益から言えば分権改

革をするのは全く意味がないけれど、放っておく

と止めてしまおうと言い出しかねないので、分権

改革は大事ですと、アイデア（理念）を言い続け

るということです。 

今は情勢が悪いので、自治体の方も国家戦略特

4 経済社会の構造改革を重点的に推進することにより、産
業の国際競争力を強化するとともに、国際的な経済活動の
拠点の形成を促進する観点から、国が定めた国家戦略特別
区域において、規制改革等の施策を総合的かつ集中的に推
進するため、2013 年に関連法令が整備され取組が進められ
ている。

5 少子高齢化に歯止めをかけ、地域の人口減少と地域経済
の縮小を克服し、将来にわたって成長力を確保することを
目指す取組。2014 年から国が長期ビジョンや総合戦略を提
示しており、地方自治体においてもそれぞれの総合戦略に
掲げた基本目標等の達成に向けて取り組んでいる。 

6 1993 年の衆参両院における「地方分権の推進に関する決
議」から20年に及ぶ国と地方の取組を総括するとともに、
地方分権改革の今後の進むべき方向を明らかにするため、
地方分権改革有識者会議が 2014 年６月に「個性を活かし
自立した地方をつくる～地方分権改革の総括と展望～」を
取りまとめた。 

区や地方創生などの忖度を頑張った方が良いとい

う気になります。それでは分権の理念が消えてし

まうので、半分無駄だとは分かっていても、将来

のために頑張ってくれというのが、地方分権改革

有識者会議のスタンスであろうと言えます。 

ですから、自治体としても提案募集になるべく

手を挙げて、分権が必要だという理念をずっと注

入していかないと、国は、自治体がやりたがって

いないと言って、ますますやりたい放題になりま

すので、常に理念で圧力をかける必要があります。 

憲法論議 

憲法論議も基本的に構造は一緒です。分権改革

は法律改正なので国会の過半数で良いですが、憲

法改正の場合には３分の２の特別多数が必要です。

憲法改正ができる状態とは、衆参共に３分の２を

超える巨大な与党が成立している時、つまり、集

権的な指向性を持っている時です。憲法改正して

分権的になると思ったら大間違いで、３分の２の

巨大な権力者が望むような内容と方向でしか憲法

改正は行われないというのが、政治学的な推論で

す。 

ただ、与党は過半数しか持っていないのであれ

ば、与野党が納得するようなものでしか憲法改正

ができないので、３分の２は全く反対の意味を持

ちます。過半数を超える与党は集権指向を持ちま

すが、野党は国の権力を弱める方がプラスになり

ますから、超党派で合意するときには分権指向も

少しは盛り込まれる可能性があります。但し、過

半数与党は集権指向ですから、全体としては集権

的な改憲案になるでしょう。 

現実的に見ますと、圧倒的な３分の２を超える

与党が存在しているのが第２次安倍内閣ですから、

自治体の側が憲法をこういうふうにして欲しいと

いくら提言しても、それが採用される見込みは低

いです。そう考えますと、議論しても無駄かもし

れません。しかし、アイデアの段階である程度反

論していないと、本当に集権的なアイデアだけに

なり、自治体は今よりも更にエージェントになっ

てしまいますので、主張し続けることは極めて大

事です。 

では、憲法に盛り込まれるべき条項の理念、ア

イデアは何か。アメリカで憲法改正が州にとって

必ずしも不利にならないのは、一定数の州が同意

セミナーの模様
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しないと憲法改正ができない制度になっているか

らです。憲法改正のアリーナは、連邦議会ではな

く連邦議会と州を含めたところに設定されていま

す。そういう制度を作るのが自治体から言うべき

憲法改正です。憲法改正なのか法律に関してなの

かはともかくとして、憲法改正のアリーナから排

除されている自治体をどこかのアリーナのアクタ

ーに入れることが、統治機構改革として一番重要

なことです。 

その制度はいくつか考えられ、１つ目は連邦制

的地方自治原理です。日本の場合は連邦制をとっ

ていませんが、その魂は何かというと、国政とい

うアリーナにおいて自治体がアクターになるとい

うことです。理念として、国の任務を限定すると

書くことは大事ですが、国民が大事だと思ったら

やらないわけにはいかないと言われ、実際には効

果は乏しいです。 

２つ目は結構重要な問題で、国民代表の理念の

他に、自治体代表という理念を入れられるかどう

かです。これは参議院の合区解消問題7と密接に関

わります。国民代表とすると一票の価値は平等で

なければならないということが強く押し出されて

きますが、自治体代表であれば一票の価値は少な

くともその領域ではどうでもよいということにな

ります。 

アメリカの上院が各州どんな人口であろうと各

州２人の上院議員を出せるのは、まさに州の代表

だということです。そういう原理があれば、合区

するとか合区しないという話は最初から出てきま

せん。連邦下院は国民全体の人口比例で出てきま

すが、連邦上院はそうではないということです。

参議院を自治体代表にするというのは１つの考え

方です。 

３つ目は、「国と地方の協議の場8」が民主党政

権時代に制度化されました。国から言えば、政権

が安定したらどうでも良いということで、現在は

ほとんど開店休業状態です。これを、いわば第３

の議会のようにして、立法や予算に関する権限を

持たせることです。ドイツでは、自治体に関わる

ことを勝手に立法されて、後は出先機関のように

7 2015 年７月に公職選挙法一部改正法が成立したことに
より、参議院選挙区間において議員一人当たりの人口に不
均衡が生じている状況に鑑み、各選挙区において選挙すべ
き議員の数につき是正を行い、鳥取県及び島根県、徳島県
及び高知県で二県の区域を区域とする選挙区が設けられ
た。こうした合区解消に向け、全国知事会が総合戦略・政
権評価特別委員会（委員長 飯泉嘉門徳島県知事）のもと
で、研究会等が開催され憲法改正草案などを検討 

8 地方自治に影響を及ぼす国の政策の企画及び立案並び

に実施について、国と地方が協議を行う「国と地方の協議

の場」について定める法が 2011 年４月成立

仕事を押し付けられるのはおかしいという考え方

で、州や自治体に関わることは州の代表者である

連邦参議院がアリーナとして決定権限を持つべき

であるという制度になっています。現在の国と地

方の協議の場は、このようなアリーナとして全く

成立していません。 

４つ目は、個別自治体の同意なくして個別自治

体の嫌がる国の決定をしてはならない原則です。

これは、現在も地方自治特別立法で、特定の自治

体に対して狙い撃ちするような法律を作る場合に

は住民投票が必要であると定められていますが、

それをもう少し広げたものです。なぜかというと、

「国と地方の協議の場」だけでは、特定の自治体

を狙い撃ちすることを防げないからです。多数派

の自治体が国と妥協したら、一部の自治体は冷遇

されます。そういう少数派いじめをさせないため

には、個々の自治体にある程度強い拒否権が必要

です。 

５つ目は、中身がないと困るので、リソースで

す。ヒト・モノ・カネと言いますが、自治体が財

務・法務・人事で保障されるべきであると書けば、

自治体にとってはまともな制度になります。 

道州制論議 

道州制は標語であり、中身はいろいろです。道

州制を作る時に法律改正や憲法改正など国政の意

思決定が必要だという話になれば、集権的な内容

になります。繰り返しになりますが、政権が崩壊

しそうで、この際は自治体に譲歩しますというよ

うな情勢でもなければ、ろくでもない道州制しか

できません。これも自治体から求めるときには、

盗塁のようにやるしかありません。そのようなア

イデアは突然出てきませんので、普段から考えて

いて、余程政治的手腕に長けた人がいないと実現

できません。 

仮に道州がスローガンを超えて地方分権の究極

の姿になるのであれば、連邦制的な存在にするし

かありません。連邦制的な中身は先ほど言いまし

たが、国政のアリーナに道州というアクターを埋

め込むということです。国から事務移譲を進める

ことではありません。例えば、法務省の入管行政

を道州が欲しいと言ってもらったりすると、移民

や国境管理について国が全く干渉しないことはあ

り得ませんから、道州の機関になった入管局に対

して国から強いコントロールが作用します。それ

だけではなく、様々な不祥事は全て道州の責任で

あると言われてしまいます。 

下手に道州制的なものにしてブロック機関など

を吸収しますと、今の府県よりも更に国の出先機

関（エージェンシー）のような存在になり下がっ

てしまうということです。むしろ単純に府県合併
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をしてそれを道州と呼んだ方がまだましです。 

仮に道州制に意味があるとすれば、マルチ・レ

ベル・ガバナンス9の理念を埋め込めるときだけで

す。道州制のメリットは、今の都道府県を超えた

広い範囲で意思決定ができることです。デメリッ

トは、現在の都道府県を廃止してしまうならば、

都道府県単位の意思決定ができなくなってしまう

ことです。これは二律背反です。 

都道府県の意思決定ができなくなり、道州のブ

ロック単位の意思決定ができるとどうなるかと言

いますと、道州内の周辺県の利益に反する決定が

できてしまいます。もし、道州レベルと都道府県

レベルのマルチ・レベルを両立させたいならば、

都道府県を生かしたまま道州を残す制度が必要で

す。 

これは市町村合併と一緒の話です。市町村合併

のデメリットは、周辺部町村の意向を無視して決

定してしまうことです。市町村を生かしたまま広

域的な意思決定をするならば、プラスになると思

います。自治体戦略 2040 年構想研究会10（総務省）

が「圏域ガバナンス11」を打ち出しましたが、市町

村を廃止しないまま新たな圏域が意思決定できる

主体になるのであれば、マルチ・レベル・ガバナ

ンスの役立つ仕組みになるかもしれませんし、逆

に周辺部市町村の意向を無視する決断をするため

の仕組みであるならば、周辺のためにならないと

いうことです。

分権改革の今後の方向性 

20 世紀は、大量生産・大量消費、規模の経済で

あり、成長・拡大の時代でした。行政サービスも

画一的に大量生産が指向されましたし、受け皿を

大きくしました。これが昭和の大合併であったと

言えます。平成の大合併もこの指向性に乗ってい

ます。 

しかし 21世紀は、人口減少・経済縮小の時代で

あると言わざるを得ません。その中で人口が希薄

になっていきますが、薄く広い中で人口をかき集

めてもあまり効果がありません。日本の国土は広

いという時代に入っていくわけです。日本の国土

は狭い、人間が多すぎると言われてきましたが、

今後は空き家だけではなく、ガラガラの土地が山

9 国・道州・地方自治体など多様な圏域における意思決定
を認める多層（multi-level）ガバナンス 

10 高齢者（65 歳以上）人口が最大となる 2040 年頃の自治
体が抱える行政課題を整理した上で、今後の自治体行政の
あり方を展望し、早急に取り組むべき対応策を検討するこ
とを目的として、2017 年 10 月から開催され、2018 年７月
に第二次報告書を取りまとめた。 

11 圏域単位での対応を避けては解決できない深刻な行政

課題への取組を進めるための仕組み 

ほどあるという時代になっていくということです。 

その意味で分権的対応は、21世紀的に必要であ

るということになります。残念ながら、現在打ち

出されている地方創生や自治体戦略 2040 年構想

は 20世紀に呪縛されています。人間を増やせば良

い、人間を増やせなかったら合併するしかない、

あるいはかき集めるしかない、かき集められなか

ったら後は技術革新するしかないということです。 

これは 20 世紀の秀才である霞が関主流派から

すれば当然の結論で、20 世紀人には 21 世紀のア

イデアを開発することは多分無理です。結局、自

治体などの政策的工夫の中から、突破的対策が生

まれることを待つしかありません。ぜひ 20世紀型

の秀才でない人間を探していただきたいと思いま

す。ただ、そういう革新的な人がいると、国政為

政者はすばらしいと言って持ち上げて、挙げ句の

果てに政局で消費して使い捨てる危険があるので、

できるだけ官僚やマスコミ、コンサル、学者に知

られないように、政策と有能な人材は隠すことが

自治体には求められます。 

もう一つは終わりなき日常です。イノベーショ

ンは必要ですが、それと同時に住民生活はまさに

終わりなき日常生活でなければならないというこ

とです。少子高齢化、限界化あるいは消滅化の中

で、いかに日常生活を確保するのか、自治体の深

刻な課題です。 

一発逆転的な移住定住増加のような話は国の世

間師的な人に任せて、そうはいかないところの地

域社会をどのように維持するのかが求められてい

ます。人がいなくなって困るから、無理やり住め

というのは行政の仕事ではありません。住みたい

ところに住み続けるという人々のニーズを保障す

るのが自治体の根源的な任務です。どこに居住し

ても最低限確保すべき基盤的公共サービスを、ど

のように厳選してそれを可能にするのかが、21世

紀の自治体の日常生活を守る一番重要な仕事です。

そういう中で新たな知恵が求められていると思い

ます。 

平成 30 年 12 月発行 愛知県政策企画局企画課 
名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 
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TEL（052）961-2111（代表）内線 2592 
  （052）954-6473（ダイヤルイン）FAX（052）971-4723

○ ホームページ 分権型社会に向けて
地方分権や道州制について、愛知県の主張・取組など最新の動向

を紹介するとともに、Q&A 形式で分かりやすく解説しています。

URL http://www.pref.aichi.jp/kikaku/bunken/index.html 

○ 出前分権教室を実施しています！
 地方分権・道州制に対する理解を深めていただくために、県民の
皆様や大学・各種団体からの依頼に基づき、職員が出向いて説明し
ています。応募方法につきましては、左記ホームページをご覧くだ
さい。


